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Ⅰ 財務書類の概要 

 

１ 統一的な基準による財務書類の整備 

本財務書類は、総務省の示す「統一的な基準」により作成しました。 

従来の財務書類の作成方法は、現金主義・単式簿記を特徴とする複数の

方式が存在していたため、地方公共団体間の比較が容易ではありませんで

した。これを踏まえ、総務省は、平成28年度決算までに、全ての地方公共

団体において、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした統一的

な基準による地方公会計の整備を要請し、当村では、平成27年度に固定資

産台帳を整備、平成27年度決算から統一的な基準による財務書類の作成を

行っています。 

今後も統一的な基準による財務書類の作成により、資産・負債などのス

トック情報や、現金主義の会計制度では見えにくいコストを把握すること

で、当村の財務状況や課題を明らかにし、中・長期的な視点に立った財政

運営の健全化に努めていきます。 

 

 ２ 財務書類の対象範囲 

   当村では、財務書類をそれぞれ一般会計等、全体、連結ベースで作成し

ています。全体とは、一般会計等に特別会計及び公営企業会計を含めたも

ので、連結とは、全体に一部事務組合・広域連合、外郭団体等を含めたも

のです。 

連

結 

全

体 

一般会計等 一般会計 

特別会計 
国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別

会計、後期高齢者医療特別会計 

公営企業会計 水道事業会計、下水道事業会計 

一部事務組合・広

域連合 

上伊那広域連合、伊南行政組合、長野県後期高

齢者医療広域連合、長野県市町村自治振興組

合、長野県市町村総合事務組合、南信地域町村

交通災害共済事務組合、長野県地方税滞納整理

機構 

外郭団体 中川村土地開発公社、中川観光開発(株) 

 

 ３ 作成基準日 

   作成基準日は、会計年度の最終日である令和６年３月31日としました。

令和６年４月１日から５月31日までの出納整理期間の収支については、基

準日までに終了したものとして取り入れています。 
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４ 財務書類の種類 

統一的な基準による財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資

産変動計算書及び資金収支計算書の４表で構成されます。 

 

  (1) 貸借対照表（BS：Balance Sheet） 

    年度末に保有する①資産、②負債、③純資産を表示したものです。 

    

 

(2) 行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement） 

１年間の行政運営コストのうち、福祉サービス等に係る経費など、資

産形成につながらない行政サービスに要したコストを①経常費用、②経

常収益、③臨時損失、④臨時利益に区分して表示したものです。 

    

 

  (3) 純資産変動計算書（NW：Net Worth statement） 

    純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産）

が年度中にどのように変動したかを①前年度末残高、②純行政コスト、

③財源、④固定資産等の変動、⑤本年度末残高に区分して表示したもの

です。 

    

  

①資産：学校、公園、道路など将来の世代に引き継ぐ社会資本や、投

資、基金など将来現金化することが可能な資産 

②負債：市債や退職給与引当金など将来の世代の負担となるもの 

③純資産：過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産 

①経常費用：人件費、物件費、負担金及び補助金、社会保障給付など 

②経常収益：使用料及び手数料、諸収入など 

③臨時損失：災害復旧費や売却損など臨時に発生する費用 

④臨時利益：資産の売却益など 

①前年度末残高：前年度の貸借対照表の「純資産の部」 

②純行政コスト：行政コスト計算書の純行政コスト 

③財源：村税、地方交付税、分担金・負担金など 

④固定資産等の変動：資産の評価額の変動、貸付金・基金等の変動 

⑤本年度末残高：本年度末の純資産の額 
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(4) 資金収支計算書（CF：Cash Flow statement） 

１年間の資金の増減を①業務活動収支、②投資活動収支、③財政活動

収支に区分し残高を表示したもので、どのような活動に資金が必要で

あったかを表示したものです。 

    

 

  (5) 財務書類４表の関係 

 

行政コスト計算書

（１年間に要した行政サービスのコスト）

経常費用

経常収益

臨時損失

(うち現金預金) 臨時利益

純行政コスト

純資産変動計算書

（１年間の純資産の動き）

前年度末残高

純行政コスト

財源

固定資産等の変動

本年度末残高本年度末残高
＋本年度末歳計外現金残高

（資産・負債・純資産の状況とその財源）

貸借対照表

純資産の部

負債の部資産の部

資金収支計算書

（１年間の資金の流れ）

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末残高

①業務活動収支：行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支

出されるもの 

②投資活動収支：学校、公園、道路などの資産形成や投資、貸付金な

どの収入、支出など 

③財政活動収支：村債、借入金などの収入、支出など 
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Ⅱ 一般会計等 
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一般会計等 （単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 22,738,966 固定負債 3,034,457

有形固定資産 20,429,133 地方債 2,413,802
事業用資産 6,987,493 長期未払金 -

土地 844,192 退職手当引当金 620,655
立木竹 1,959,877 損失補償等引当金 -
建物 13,679,046 その他 -
建物減価償却累計額 △ 9,660,297 流動負債 446,240
工作物 927,257 1年内償還予定地方債 360,987
工作物減価償却累計額 △ 785,687 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 64,834
航空機 - 預り金 20,419
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 3,480,697
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 23,105 固定資産等形成分 23,954,864

インフラ資産 13,186,901 余剰分（不足分） △ 2,945,387
土地 450,354
建物 224,406
建物減価償却累計額 △ 112,804
工作物 46,293,605
工作物減価償却累計額 △ 33,791,404
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 122,744

物品 626,147
物品減価償却累計額 △ 371,408

無形固定資産 6,766
ソフトウェア -
その他 6,766

投資その他の資産 2,303,067
投資及び出資金 81,052

有価証券 21,120
出資金 59,932
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 6,860
長期貸付金 -
基金 2,215,576

減債基金 9,439
その他 2,206,137

その他 -
徴収不能引当金 △ 420

流動資産 1,751,207
現金預金 512,592
未収金 22,775
短期貸付金 -
基金 1,215,898

財政調整基金 1,072,825
減債基金 143,073

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 58 21,009,477

24,490,174 24,490,174
純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【様式第1号】
一般会計等貸借対照表

（令和 6年 3月31日現在）

科目 科目

負債合計
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一般会計等 （単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

-

【様式第２号】

一般会計等行政コスト計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

科目 金額

4,760,759

3,459,496

921,116

716,665

64,834

919,066

139,618

2,483,191

774,536

81,273

1,627,382

-

55,189

5,454

470

49,265

1,301,263

-

256,920

123,530

1,746

357,613

58,534

299,079

4,403,146

26,941

25,921

1,020

-

-

5,863

5,863

-

4,424,223
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一般会計等 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 24,813,362 △ 2,824,954

純行政コスト（△） △ 4,424,223

財源 3,445,298

税収等 2,934,763

国県等補助金 510,535

本年度差額 △ 978,925

固定資産等の変動（内部変動） △ 858,498 858,498

有形固定資産等の増加 485,388 △ 485,388

有形固定資産等の減少 △ 1,635,464 1,635,464

貸付金・基金等の増加 365,385 △ 365,385

貸付金・基金等の減少 △ 73,807 73,807

資産評価差額 -

無償所管換等 -

その他 - △ 6

本年度純資産変動額 △ 858,498 △ 120,433

本年度末純資産残高 23,954,864 △ 2,945,387

△ 978,925

【様式第３号】

一般会計等純資産変動計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

科目 合計

21,988,408

△ 4,424,223

3,445,298

2,934,763

510,535

-

△ 6

△ 978,931

21,009,477

-

7



【様式第4号】

一般会計等 （単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 3,087,509

業務費用支出 1,786,247

人件費支出 908,680

物件費等支出 855,809

支払利息支出 5,454

その他の支出 16,304

移転費用支出 1,301,263

補助金等支出 919,066

社会保障給付支出 256,920

他会計への繰出支出 123,530

その他の支出 1,746

業務収入 3,772,637

税収等収入 2,929,851

国県等補助金収入 509,139

使用料及び手数料収入 58,454

その他の収入 275,193

臨時支出 25,921

災害復旧事業費支出 25,921

その他の支出 -

臨時収入 -

業務活動収支 659,206

【投資活動収支】

投資活動支出 814,634

公共施設等整備費支出 485,388

基金積立金支出 328,946

投資及び出資金支出 300

貸付金支出 -

その他の支出 -

投資活動収入 50,071

国県等補助金収入 1,397

基金取崩収入 37,083

貸付金元金回収収入 -

資産売却収入 11,591

その他の収入 -

投資活動収支 △ 764,564

【財務活動収支】

財務活動支出 377,795

地方債償還支出 377,795

その他の支出 -

財務活動収入 435,900

地方債発行収入 435,900

その他の収入 -

財務活動収支 58,105

△ 47,252

539,426

492,173

前年度末歳計外現金残高 36,266

本年度歳計外現金増減額 △ 15,847

本年度末歳計外現金残高 20,419

本年度末現金預金残高 512,592

前年度末資金残高

本年度末資金残高

一般会計等資金収支計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額
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注記（一般会計等） 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産 

    取得原価により計上しています。 

      但し、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

      ア 昭和59年以前に取得したもの 

        再調達原価により計上しています。 

         但し、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

      イ 昭和60年以降に取得したもの 

        取得原価が判明している場合：取得原価 

        取得原価が不明な場合：再調達原価 

により計上しています。 

        但し、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

  ② 無形固定資産 

    取得原価により計上しています。 

      但し、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

     取得原価が判明している場合：取得原価 

     取得原価が不明な場合：再調達原価 

により計上しています。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ① 市場価格のあるもの 

    作成基準日時点における市場価格（時価）により計上しています。 

  ② 市場価格のないもの 

    取得原価による。ただし、実質価額が著しく低下した場合は相当額の減額をおこない計 

上しています。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却方法 

  ① 有形固定資産（土地、立木竹、美術・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定は除く） 

    定額法により算定しています。 

  ② 無形固定資産（電話加入権、土地の上に存する権利は除く） 

    定額法により算定しています。 

  ③ 耐用年数を経過したものは、備忘価額として1円を計上しています。但し、無形固定資産 

については、備忘価額を計上していません。 

 

（４）有形固定資産等の耐用年数及び償却率 

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）による。尚、端 

数は1円未満切り捨てています。 
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（５）有形固定資産等の取得価額範囲 

   有形固定資産等を有償取得した場合その取得価額については、企業会計原則（第三－五－D） 

に準拠し、当該資産の取得にかかる直接的な対価のほか、付随費用を含めています。 

 

（６）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

    長期延滞債権、未収金、貸付金等の徴収不能及び回収不能に備えるため、過去5年間の平 

均不能欠損率により見込額を計上しています。 

  ② 賞与等引当金 

    翌年度6月支給見込額等のうち、作成基準日において当該年度に負担すべき額を計上して 

います。 

  ③ 退職手当引当金 

    退職手当債務から、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当 

として支給された給付額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち按

分される額を加算した額を控除した額（地方公共団体財政健全化法における退職手当支給

額に係る負担見込額算定方法による将来負担額）を計上しています。 

尚、持分相当の退職手当にかかる基金は組合連結時に計上されます 

※退職手当引当金の減額については、行政コスト計算書の「経常収益（その他）」で調

整しています。 

 

（７）リース取引の処理方法 

   リース期間が１年以内及びリース料総額が300万円以下の所有権移転ファイナンス・リース 

取引、所有権移転外のファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に準じた会計処理 

をおこなっています。 

 

（８）資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第235条の4に規定する、歳計現金及び歳入歳出外現金を範囲としています。 

 

（９）消費税等の会計処理 

   税込方式による。 

 

（10）その他一般会計等財務書類作成のための基本となる重要な事項 

   物品においては、一品当たりの取得価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産と 

して計上しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

  重要な会計方針の変更はありません。 
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３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

  会計年度末において確定債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場 

合に債務となるもの。 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当はありません。 

 

（２）その他主要な偶発債務 

   該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報注記 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

    一般会計 

② 一般会計等と普通会計の対象範囲の差異 

    対象範囲に差異はありません。 

③ 出納整理期間について 

    地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられており（普通地方公共団の

出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する）、当該年度に係る出納整理期間における現金

受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

④ 財務書類の表示単位 

    記載金額は千円未満を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。 

⑤ 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

    実質赤字比率は「一般会計等」、連結実質赤字比率は「一般会計等＋公営事業会計」、実 

質公債費比率は「一般会計等＋公営事業会計＋一部事務組合・広域連合」、将来負担比率は 

「一般会計等＋公営事業会計＋一部事務組合・広域連合＋地方公社・第三セクター等」を対 

象としたものであり、統一的な基準における全体及び連結資金収支計算書の対象会計と異な 

ります。   

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － -1.0% － 

 

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

       該当はありません。 

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額（債務負担行為） 

    該当はありません。 

⑧ 減債基金に係る積立不足の有無等 

    積立不足はありません。 
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（２）貸借対照表に係る事項 

① 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に関する情報 

  ア 将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素） 

    将来負担額（一般会計等の将来負担額）        4,227,175千円 

    充当可能財源等（基金等将来負担軽減資産）      7,481,597千円 

    実質負債（一般会計等が将来負担すべき実質的債務） △3,254,422千円 

  イ その他比率算定に必要となる情報 

    元利償還金                       383,249千円 

    準元利償還金                      158,847千円 

    標準財政規模                    2,679,729千円 

        特定財源の額                     36,825千円 

        地方交付税措置算入公債費等の額             506,859千円 

② 地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

    該当はありません。 

 

（３）行政コスト計算書に係る事項 

       該当はありません。 

 

（４）純資産変動計算書に係る事項 

① 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分） 

ア 固定資産等形成分 

    資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として固定資産等の形態で保有され

ており、固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上してい

ます。 

  イ 余剰分（不足分） 

    消費可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有されており、純資産合計額

のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

５）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

    ア 財務活動収支を除いた収支 

    業務活動収支（支払利息支出を除く）      664,660千円 

    投資活動収支               △764,564千円 

    基礎的財政収支               △99,904千円 

  イ 財務活動収支と投資活動収支における基金繰入金及び基金積立金を除いた収支 

    業務活動収支（支払利息支出を除く）      664,660千円 

    投資活動収支               △472,700千円 

        基礎的財政収支                            191,960千円 
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② 既存の決算情報との関連性 

項目 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書  4,798,033 千円 4,305,860 千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 － － 

地方自治法第 233 条の 2の規定による基金繰入額 － － 

財務書類の対象となる会計の範囲内の相殺消去に伴う差額  － － 

資金収支計算書（前年度末資金残高（繰越金）を含む） 4,798,033 千円 4,305,860 千円 

※資金収支計算書に於ける、前年度末資金残高（繰越金）539,426千円 

 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差異 

   資金収支計算書 

    業務活動収支                   659,206千円 

    投資活動収入の国県等補助金収入            1,397千円 

       未収債権、未払債務等の増加（減少）           37,546千円 

    減価償却費                 △1,627,382千円 

       賞与等引当金繰入額（増減額）               △64,834千円 

    退職手当引当金繰入額（増減額）            10,769千円 

    徴収不能引当金繰入額（増減額）             △470千円 

       資産除売却益（損）                            4,843千円 

   純資産変動計算書の本年度差額               △978,925千円 

 

④ 一時借入金の状況 

    一時借入金の借り入れはありません。 
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Ⅲ 全体 
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全体 （単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 28,373,871 固定負債 6,541,999

有形固定資産 25,935,160 地方債等 3,444,590
事業用資産 6,987,493 長期未払金 -

土地 844,192 退職手当引当金 620,655
立木竹 1,959,877 損失補償等引当金 -
建物 13,679,046 その他 2,476,754
建物減価償却累計額 △ 9,660,297 流動負債 724,941
工作物 927,257 1年内償還予定地方債等 555,946
工作物減価償却累計額 △ 785,687 未払金 81,180
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 67,396
航空機 - 預り金 20,419
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 7,266,940
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 23,105 固定資産等形成分 29,589,769

インフラ資産 18,465,014 余剰分（不足分） △ 6,288,283
土地 503,271
建物 375,234
建物減価償却累計額 △ 139,632
工作物 52,761,038
工作物減価償却累計額 △ 35,163,680
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 128,784

物品 1,199,072
物品減価償却累計額 △ 716,419

無形固定資産 46,132
ソフトウェア -
その他 46,132

投資その他の資産 2,392,579
投資及び出資金 81,052

有価証券 21,120
出資金 59,932
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 9,540
長期貸付金 -
基金 2,302,576

減債基金 9,439
その他 2,293,137

その他 -
徴収不能引当金 △ 589

流動資産 2,194,555
現金預金 908,780
未収金 69,422
短期貸付金 -
基金 1,215,898

財政調整基金 1,072,825
減債基金 143,073

棚卸資産 843
その他 -
徴収不能引当金 △ 388

繰延資産 - 23,301,486
30,568,426 30,568,426

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

【様式第1号】
全体貸借対照表

（令和 6年 3月31日現在）

科目 科目

負債合計

15



全体 （単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

-

【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

科目 金額

5,897,668

3,900,987

957,139

738,631

67,396

1,743,195

151,111

2,814,899

878,529

99,927

1,836,443

-

128,950

26,687

619

101,645

1,996,680

-

256,920

-

△ 3,434

526,310

218,924

307,386

5,371,357

26,941

25,921

1,020

-

-

5,863

5,863

-

5,392,435
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全体 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 30,428,429 △ 6,191,132

純行政コスト（△） △ 5,392,435

財源 4,456,652

税収等 3,330,248

国県等補助金 1,126,405

本年度差額 △ 935,783

固定資産等の変動（内部変動） △ 838,660 838,660

有形固定資産等の増加 721,002 △ 721,002

有形固定資産等の減少 △ 1,851,542 1,851,542

貸付金・基金等の増加 367,039 △ 367,039

貸付金・基金等の減少 △ 75,158 75,158

資産評価差額 -

無償所管換等 -

その他 - △ 29

本年度純資産変動額 △ 838,660 △ 97,151

本年度末純資産残高 29,589,769 △ 6,288,283

△ 935,783

【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

科目 合計

24,237,297

△ 5,392,435

4,456,652

3,330,248

1,126,405

-

△ 29

△ 935,812

23,301,486

-
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【様式第4号】

全体 （単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 4,025,744

業務費用支出 2,029,064

人件費支出 943,969

物件費等支出 978,456

支払利息支出 26,687

その他の支出 79,953

移転費用支出 1,996,680

補助金等支出 1,743,195

社会保障給付支出 256,920

他会計への繰出支出 -

その他の支出 △ 3,434

業務収入 4,940,819

税収等収入 3,362,123

国県等補助金収入 1,072,160

使用料及び手数料収入 218,844

その他の収入 287,692

臨時支出 25,921

災害復旧事業費支出 25,921

その他の支出 -

臨時収入 -

業務活動収支 889,155

【投資活動収支】

投資活動支出 1,033,231

公共施設等整備費支出 703,985

基金積立金支出 328,946

投資及び出資金支出 300

貸付金支出 -

その他の支出 -

投資活動収入 62,804

国県等補助金収入 1,397

基金取崩収入 37,083

貸付金元金回収収入 -

資産売却収入 11,591

その他の収入 12,733

投資活動収支 △ 970,428

【財務活動収支】

財務活動支出 570,974

地方債等償還支出 570,974

その他の支出 -

財務活動収入 604,300

地方債等発行収入 604,300

その他の収入 -

財務活動収支 33,326

△ 47,947

936,309

888,361

前年度末歳計外現金残高 36,266

本年度歳計外現金増減額 △ 15,847

本年度末歳計外現金残高 20,419

本年度末現金預金残高 908,780

前年度末資金残高

本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額
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注記（全体） 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産 

    取得原価により計上しています。 

      但し、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

      ア 昭和59年以前に取得したもの 

        再調達原価により計上しています。 

         但し、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

      イ 昭和60年以降に取得したもの 

        取得原価が判明している場合：取得原価 

        取得原価が不明な場合：再調達原価 

により計上しています。 

        但し､取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としていす。 

  ② 無形固定資産 

    取得原価により計上しています。 

      但し、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

     取得原価が判明している場合：取得原価 

     取得原価が不明な場合：再調達原価 

により計上しています。 

尚、地方公営企業会計基準を適用している会計は、原則、取得原価によります。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ① 市場価格のあるもの 

    作成基準日時点における市場価格（時価）により計上しています。 

  ② 市場価格のないもの 

    取得原価による。ただし、実質価額が著しく低下した場合は相当額の減額をおこない計 

上しています。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却方法 

  ① 有形固定資産（土地、立木竹、美術・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定は除く） 

    定額法により算定しています。 

  ② 無形固定資産（電話加入権、土地の上に存する権利は除く） 

    定額法により算定しています。 

  ③ 耐用年数を経過したものは、備忘価額として1円を計上しています。但し、無形固定資 

産については、備忘価額を計上していません。 

 

（４）有形固定資産等の耐用年数及び償却率 

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）による。尚、端 

19



数は1円未満を切り捨てています。但し、地方公営企業会計基準を適用している会計は、地

方公営企業会計基準によります。 

 

（５）有形固定資産等の取得価額範囲 

   有形固定資産等を有償取得した場合その取得価額については、企業会計原則（第三－五－ 

D）に準拠し、当該資産の取得にかかる直接的な対価のほか、付随費用を含めています。 

 

（６）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

    長期延滞債権、未収金、貸付金等の徴収不能及び回収不能に備えるため、過去5年間の 

平均不能欠損率により見込額を計上しています。 

  ② 賞与等引当金 

    翌年度6月支給見込額等のうち、作成基準日において当該年度に負担すべき額を計上し 

ています。 

  ③ 退職手当引当金 

    退職手当債務から、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当 

として支給された給付額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち按

分される額を加算した額を控除した額（地方公共団体財政健全化法における退職手当支給

額に係る負担見込額算定方法による将来負担額）を計上しています。 

尚、持分相当の退職手当にかかる基金は組合連結時に計上されます 

※退職手当引当金の減額については、行政コスト計算書の「経常収益（その他）」で調

整しています。 

 

（７）リース取引の処理方法 

   リース期間が１年以内及びリース料総額が300万円以下の所有権移転ファイナンス・リー 

ス取引、所有権移転外のファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に準じた会計処 

理をおこなっています。 

 

（８）全体資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第235条の4に規定する、歳計現金及び歳入歳出外現金を範囲としています。 

 

（９）消費税等の会計処理 

   税込方式による。尚、地方公営企業会計基準を適用している会計は、税抜方式としていま

す。 

 

（10）その他全体財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ① 物品においては、一品当たりの取得価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資 

産として計上しています（地方公営企業会計基準適用外会計）。 

  ② 会計間の、繰入繰出額、負担金・補助金等、出資金及び債権債務額等を相殺消去し表示 

しています。 
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    尚、水道料金、下水道使用料、施設使用料等条例で金額が定められているもの、相対取 

引で金額が決定されたものを除く取引、「投資と資本の取引」及び「貸付金・借入金等の 

債権債務の取引」を除き年間取引総額が100万円未満の取引、連結対象団体（会計）が支 

払った住民税や固定資産税等の税金については、相殺消去の対象外としています。 

 

 

２ 重要な会計方針の変更 

  重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

  会計年度末において確定債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場

合に債務となるもの。 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当はありません。 

 

（２）その他主要な偶発債務 

   該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報 

  財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

（１）会計対象範囲 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

一 般 会 計   － 

国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 特別会計 全部連結 － 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 特別会計 全部連結 － 

水 道 事 業 会 計 公営企業会計（法適用） 全部連結 － 

下 水 道 事 業 会 計 公営企業会計（法適用） 全部連結 － 

    地方公営企業会計基準を適用している会計は、地方公営企業会計基準による法定決算書

類を基礎として読替え（組替え）方式により、全部連結をしています。 

 

（２）出納整理期間について 

   地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられており（根拠条文「普通地

方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する」）、当該年度に係る出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。尚、

地方公営企業会計方式を採用している会計は出納整理期間が無く、出納整理期間中年度に属
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する資金等の授受等がある場合は、出納整理期間年度中に資金の受払いが終了したものとし

て調整しています。 

 

（３）財務書類の表示単位 

   記載金額は千円未満を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。 
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Ⅳ 連結 
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連結 （単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 29,083,411 固定負債 7,078,296

有形固定資産 26,401,891 地方債等 3,700,984
事業用資産 7,400,434 長期未払金 28,929

土地 899,492 退職手当引当金 847,873
立木竹 1,959,877 損失補償等引当金 1,845
建物 14,292,662 その他 2,498,666
建物減価償却累計額 △ 10,025,898 流動負債 809,828
工作物 1,195,843 1年内償還予定地方債等 596,716
工作物減価償却累計額 △ 945,059 未払金 105,475
船舶 - 未払費用 3,347
船舶減価償却累計額 - 前受金 733
浮標等 - 前受収益 130
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 79,944
航空機 - 預り金 22,099
航空機減価償却累計額 - その他 1,385
その他 - 7,888,124
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 23,519 固定資産等形成分 30,302,383

インフラ資産 18,465,014 余剰分（不足分） △ 6,566,753
土地 503,271 他団体出資等分 71
建物 375,234
建物減価償却累計額 △ 139,632
工作物 52,761,038
工作物減価償却累計額 △ 35,163,680
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 128,784

物品 1,574,690
物品減価償却累計額 △ 1,038,247

無形固定資産 46,369
ソフトウェア -
その他 46,369

投資その他の資産 2,635,151
投資及び出資金 91,236

有価証券 9,394
出資金 17,342
その他 64,500

投資損失引当金 -
長期延滞債権 9,559
長期貸付金 2,410
基金 2,527,500

減債基金 9,439
その他 2,518,061

その他 5,037
徴収不能引当金 △ 590

流動資産 2,540,414
現金預金 1,176,321
未収金 115,239
短期貸付金 -
基金 1,218,972

財政調整基金 1,075,899
減債基金 143,073

棚卸資産 30,547
その他 1,199
徴収不能引当金 △ 1,864

繰延資産 - 23,735,701
31,623,825 31,623,825

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

【様式第1号】
連結貸借対照表

（令和 6年 3月31日現在）

科目 科目

負債合計
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連結 （単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

-

6,073

5,983

90

5,903,946

-

853,779

-

3,004

926,672

457,956

468,717

5,883,078

26,941

25,921

1,020

-

1,381,024

155,762

3,193,109

1,008,878

156,485

1,897,885

129,860

141,833

27,732

709

113,392

2,237,807

48,295

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

科目 金額

6,809,750

4,571,943

1,237,001

951,534

81,411
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連結 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 31,059,702 △ 6,393,969 △ 304

純行政コスト（△） △ 5,904,320 374

財源 4,988,666 -

税収等 3,580,477 -

国県等補助金 1,408,189 -

本年度差額 △ 915,655 374

固定資産等の変動（内部変動） △ 796,986 796,986

有形固定資産等の増加 743,343 △ 743,343

有形固定資産等の減少 △ 1,913,508 1,913,508

貸付金・基金等の増加 450,348 △ 450,348

貸付金・基金等の減少 △ 77,170 77,170

資産評価差額 -

無償所管換等 -

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

比例連結割合変更に伴う差額 36,710 △ 20,070  

その他 2,957 △ 34,045

本年度純資産変動額 △ 757,319 △ 172,784 374

本年度末純資産残高 30,302,383 △ 6,566,753 7123,735,701

-

-

-

16,639

△ 31,088

△ 929,729

-

24,665,430

△ 5,903,946

4,988,666

3,580,477

1,408,189

△ 915,280

【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

連結 （単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 4,867,732

業務費用支出 2,597,901

人件費支出 1,179,482

物件費等支出 1,298,914

支払利息支出 27,732

その他の支出 91,773

移転費用支出 2,269,831

補助金等支出 1,381,024

社会保障給付支出 853,779

他会計への繰出支出 -

その他の支出 35,028

業務収入 5,878,597

税収等収入 3,612,353

国県等補助金収入 1,353,943

使用料及び手数料収入 457,875

その他の収入 454,425

臨時支出 25,921

災害復旧事業費支出 25,921

その他の支出 -

臨時収入 -

業務活動収支 984,944

【投資活動収支】

投資活動支出 1,142,753

公共施設等整備費支出 730,273

基金積立金支出 347,477

投資及び出資金支出 300

貸付金支出 141

その他の支出 64,562

投資活動収入 63,569

国県等補助金収入 1,397

基金取崩収入 37,729

貸付金元金回収収入 -

資産売却収入 11,711

その他の収入 12,733

投資活動収支 △ 1,079,184

【財務活動収支】

財務活動支出 642,125

地方債等償還支出 609,023

その他の支出 33,102

財務活動収入 627,867

地方債等発行収入 621,089

その他の収入 6,778

財務活動収支 △ 14,258

△ 108,498

1,250,112

比例連結割合変更に伴う差額 14,076

1,155,689

前年度末歳計外現金残高 36,506

本年度歳計外現金増減額 △ 15,894

比例連結割合変更に伴う差額 20

本年度末歳計外現金残高 20,632

本年度末現金預金残高 1,176,321

前年度末資金残高

本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額

27



注記（連結） 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産 

    取得原価により計上しています。 

      但し、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

      ア 昭和59年以前に取得したもの 

        再調達原価により計上しています。 

         但し、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

      イ 昭和60年以降に取得したもの 

        取得原価が判明している場合：取得原価 

        取得原価が不明な場合：再調達原価 

により計上しています。 

         但し､取得価額が不明な道路､河川及び水路の敷地は備忘価額1円としていす。 

  ② 無形固定資産 

    取得原価により計上しています。 

      但し、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

     取得原価が判明している場合：取得原価 

     取得原価が不明な場合：再調達原価 

により計上しています。 

  尚し、地方公営企業会計基準を適用している会計、地方三公社、第三セクター等、及び、連

結対象団体においては、原則、取得原価としています。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ① 市場価格のあるもの 

    作成基準日時点における市場価格（時価）により計上しています。 

  ② 市場価格のないもの 

    取得原価による。ただし、実質価額が著しく低下した場合は相当額の減額をおこない計 

上しています。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却方法 

  ① 有形固定資産（土地、立木竹、美術・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定は除く） 

    定額法により算定しています。 

  ② 無形固定資産（電話加入権、土地の上に存する権利は除く） 

    定額法により算定しています。 

  ③ 耐用年数を経過したものは、備忘価額として1円を計上しています。但し、無形固定資 

産については、備忘価額を計上していません。 

 

（４）有形固定資産等の耐用年数及び償却率 
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「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）による。尚、端 

数は1円未満を切り捨てています。但し、地方公営企業会計基準を適用している会計は、地

方公営企業会計基準によります。 

 

（５）有形固定資産等の取得価額範囲 

   有形固定資産等を有償取得した場合その取得価額については、企業会計原則（第三－五－ 

D）に準拠し、当該資産の取得にかかる直接的な対価のほか、付随費用を含めています。 

 

（６）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

    長期延滞債権、未収金、貸付金等の徴収不能及び回収不能に備えるため、過去5年間の 

平均不能欠損率により見込額を計上しています。 

  ② 賞与等引当金 

    翌年度6月支給見込額等のうち、作成基準日において当該年度に負担すべき額を計上し 

ています。 

  ③ 退職手当引当金 

    退職手当債務から、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当 

として支給された給付額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち按

分される額を加算した額を控除した額（地方公共団体財政健全化法における退職手当支給

額に係る負担見込額算定方法による将来負担額）を計上しています。 

    尚、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産 

の見込み額に基づき計上しています。 

 

（７）リース取引の処理方法 

   リース期間が１年以内及びリース料総額が300万円以下の所有権移転ファイナンス・リー 

ス取引、所有権移転外のファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に準じた会計処 

理をおこなっています。 

 

（８）連結資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第235条の4に規定する、歳計現金及び歳入歳出外現金を範囲としています。 

 

（９）消費税等の会計処理 

   税込方式による。尚、地方公営企業会計基準を適用している会計は、税抜方式としていま 

す。 

 

（10）その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ① 物品においては、一品当たりの取得価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資 

産として計上しています（地方公営企業会計基準等適用外会計） 

  ② 会計間の、繰入繰出額、負担金・補助金等、出資金及び債権債務額等を相殺消去し表示 

しています。 

29



    尚、水道料金、下水道使用料、施設使用料等条例で金額が定められているもの、相対取 

引で金額が決定されたものを除く取引、「投資と資本の取引」及び「貸付金・借入金等の 

債権債務の取引」を除き年間取引総額が100万円未満の取引、連結対象団体（会計）が支 

払った住民税や固定資産税等の税金については、相殺消去の対象外としています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

  重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

  会計年度末において確定債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場

合に債務となるもの。 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当はありません。 

 

（２）その他主要な偶発債務 

   該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報注記 

  財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

（１）会計対象範囲 

会計（団体）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

一 般 会 計   － 

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 特別会計 全部連結 － 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 特別会計 全部連結 － 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 特別会計 全部連結 － 

水 道 事 業 会 計 公営企業会計（法適用） 全部連結 － 

下 水 道 事 業 会 計 公営企業会計（法適用） 全部連結 － 

上 伊 那 広 域 連 合 一部事務組合・広域連合 比例連結  3.57% 

伊 南 行 政 組 合 一部事務組合・広域連合 比例連結  4.30% 

長野県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結  0.20% 

長野県市町村自治振興組合（電子自治体推進事業） 一部事務組合・広域連合 比例連結  0.33% 

長野県市町村自治振興組合（電子申請・届出サービス） 一部事務組合・広域連合 比例連結  0.25% 

長野県市町村自治振興組合（高速ネットワーク） 一部事務組合・広域連合 比例連結  0.07% 

長 野 県 市 町 村 自 治 振 興 組 合 （ ｾ ｷ ｭ ﾘ ﾃ ｨ ｸ ﾗ ｳ ﾄ ﾞ ） 一部事務組合・広域連合 比例連結  0.35% 

長野県市町村自治振興組合（公務支援システム）  一部事務組合・広域連合 比例連結  0.73% 

長野県市町村自治振興組合（子育て支援アプリ） 一部事務組合・広域連合 比例連結  2.58% 
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長野県市町村自治振興組合（LINE 公式アカウントツール） 一部事務組合・広域連合 比例連結  5.32% 

長野県市町村自治振興組合（自治体向けチャットツール） 一部事務組合・広域連合 比例連結  0.51% 

長野県市町村自治振興組合（AI 音声文字起こしツール）  一部事務組合・広域連合 比例連結  5.09% 

長野県市町村自治振興組合（オンライン申請）  一部事務組合・広域連合 比例連結 10.08% 

長野県市町村総合事務組合（一般会計） 一部事務組合・広域連合 比例連結  1.06% 

長野県市町村総合事務組合（非常勤職員公務災害） 一部事務組合・広域連合 比例連結  3.13% 

南信地域町村交通災害共済事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結  3.75% 

長 野 県 地 方 税 滞 納 整 理 機 構 一部事務組合・広域連合 比例連結  0.09% 

中 川 村 土 地 開 発 公 社 地方三公社 全部連結 － 

中 川 観 光 開 発 （ 株 ） 第三セクター等 全部連結 － 

  ① 地方公営企業会計基準を適用している会計、地方三公社、第三セクターは、法定決算書 

類を基礎として読替え（組替え）方式により連結をしています。 

② 一部事務組合・広域連合は、経費負担割合に基づき、比例割合の対象としています。 

③ 第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても 

業務運営に実質的に主導的な立場を確保、若しくは、損失保証を付している等の重要性が 

有る団体を含みます）は、連結の対象としています。 

 

（２）出納整理期間について 

   地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられており（根拠条文「普通地 

方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する」）、当該年度に係る出納整理期間 

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。尚、 

地方公営企業会計方式を採用している会計は出納整理期間が無く、出納整理期間中年度に属 

する資金等の授受等がある場合は、出納整理期間年度中に資金の受払いが終了したものとし 

て調整しています。 

 

（３）財務書類の表示単位 

   記載金額は千円未満を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。 
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【様
式

第
５

号
】

附
属

明
細

書
（
一

般
会

計
等

）
１

．
貸

借
対

照
表

の
内

容
に

関
す

る
明

細

　
※

下
記

以
外

の
資

産
及

び
負

債
の

う
ち

、
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の
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額
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00
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つ
い
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項
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細

①
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形
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定
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の

明
細
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本
年
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却
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年
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0

0
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0
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0
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0

0
92

7,
25

7,
48

7
78

5,
68

7,
22

0
15

,0
45

,1
52

14
1,

57
0,
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0
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0
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0
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0
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0
0

0
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4
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品

56
4,

2
91

,4
17

61
,8

5
5,

35
0

0
62

6,
14

6,
76

7
37

1,
40

8,
08

9
62

,4
86

,1
25

25
4,

73
8,

67
8

　
　

建
設

仮
勘

定
4
7,

18
0,

81
7

15
0,

97
3,

30
8

75
,4

09
,8

99
12

2,
74

4,
22

6
0

0

33



③
投

資
及

び
出

資
金

の
明

細

市
場

価
格

の
あ

る
も

の
（単

位
：円

）

銘
柄

名
株

数
・口

数
な

ど
（A

）

時
価

単
価

（B
）

(単
位

：円
)

貸
借

対
照

表
計

上
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（B
)
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単
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取
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結

対
象

団
体

（会
計

）
に

対
す

る
も

の
（単

位
：円

）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

（A
)

資
産

（B
)

負
債

（C
)

純
資

産
額

（B
）－

（C
)

（D
)

資
本

金
（E

)

出
資

割
合

（％
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損
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㈱
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0
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産
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4
0
,0

0
0

0
0

0
1
4
6
,6

4
0
,0

0
0

1
4
6
,6

4
0
,0

0
0

農
業

振
興

基
金

7
,4

2
1
,0

0
0

0
0

0
7
,4

2
1
,0

0
0

7
,4

2
1
,0

0
0

教
育

文
化

振
興

基
金

3
2
,3

5
1
,0

0
0

0
0

0
3
2
,3

5
1
,0

0
0

3
2
,3

5
1
,0

0
0

災
害

対
策

基
金

2
0
5
,1

0
4
,0

0
0

0
0

0
2
0
5
,1

0
4
,0

0
0

2
0
5
,1

0
4
,0

0
0

公
共

施
設

整
備

基
金

1
,2

1
0
,6

5
8
,0

0
0

0
0

0
1
,2

1
0
,6

5
8
,0

0
0

1
,2

1
0
,6

5
8
,0

0
0

森
林

環
境

譲
与

税
基

金
（
新

）
1
,1

5
1
,0

0
0

0
0

0
1
,1

5
1
,0

0
0

1
,1

5
1
,0

0
0

特
別

運
転

資
金

利
子

補
給

基
金

(新
)

6
,3

5
7
,1

4
7

0
0

0
6
,3

5
7
,1

4
7

6
,3

5
7
,0

0
0

土
地

開
発

基
金

6
1
,5

9
2
,0

0
0

0
0

0
6
1
,5

9
2
,0

0
0

6
1
,5

9
2
,0

0
0

奨
学

基
金

7
9
,5

0
2
,6

2
0

0
0

6
2
,6

2
5
,0

0
0

1
4
2
,1

2
7
,6

2
0

1
4
2
,1

2
8
,0

0
0

勤
労

者
生

活
資

金
融

資
基

金
5
,0

0
0
,0

0
0

0
0

0
5
,0

0
0
,0

0
0

5
,0

0
0
,0

0
0

商
工

業
振

興
資

金
貸

付
金

9
0
,0

0
0
,0

0
0

0
0

0
9
0
,0

0
0
,0

0
0

9
0
,0

0
0
,0

0
0

合
計

3
,3

6
8
,8

4
8
,7

6
7

0
0

6
2
,6

2
5
,0

0
0

3
,4

3
1
,4

7
3
,7

6
7

3
,4

3
1
,4

7
4
,0

0
0

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
そ

の
他

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

-
0

単
純

合
計

0
0

0
0

0

相
殺

消
去

0
0

0
0

0

合
計

0
0

0
0

0

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
（
参

考
）

貸
付

金
計
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⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：
円

）
⑦

未
収

金
の

明
細

（
単

位
：
円

）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
貸

付
金

】
【
貸

付
金

】

該
当

な
し

該
当

な
し

小
計

0
0

小
計

0
0

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

　
　

村
民

税
9
5
7
,3

3
1

4
6
,6

5
5

　
　

村
民

税
1
,0

6
6
,0

8
9

5
8
,0

5
6

　
　

固
定

資
産

税
3
,7

9
4
,1

6
3

3
6
8
,9

8
2

　
　

固
定

資
産

税
1
,1

8
0
,4

0
0

0

　
　

軽
自

動
車

税
3
1
8
,2

0
0

4
,3

5
3

　
　

軽
自

動
車

税
1
4
6
,9

0
0

0

　
　

負
担

金
3
1
4
,1

3
5

0
　

　
分

担
金

5
,3

5
6
,0

0
0

0

そ
の

他
の

未
収

金
　

　
負

担
金

1
8
2
,5

5
0

0

　
　

使
用

料
1
,4

7
5
,8

3
6

0
そ

の
他

の
未

収
金

　
　

使
用

料
3
9
2
,4

0
0

0

　
　

財
産

売
払

収
入

1
,3

3
3
,7

2
0

0

　
　

延
滞

金
加

算
金

及
び

過
料

△
2
1
,1

5
0

0

　
　

受
託

事
業

収
入

1
3
,1

2
0
,1

4
0

0

　
　

雑
入

1
8
,0

0
0

0

小
計

6
,8

5
9
,6

6
5

4
1
9
,9

9
0

小
計

2
2
,7

7
5
,0

4
9

5
8
,0

5
6

単
純

合
計

6
,8

5
9
,6

6
5

4
1
9
,9

9
0

単
純

合
計

2
2
,7

7
5
,0

4
9

5
8
,0

5
6

相
殺

消
去

0
0

相
殺

消
去

0
0

合
計

6
,8

5
9
,6

6
5

4
1
9
,9

9
0

合
計

2
2
,7

7
5
,0

4
9

5
8
,0

5
6
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（借
入

先
別

）の
明

細
（
単

位
：
円

）

う
ち

1年
内

償
還

予
定

う
ち

共
同

発
行

債
う

ち
住

民
公

募
債

【
通

常
分

】

　
一

般
公

共
事

業
4
7
,6

1
0
,5

0
5

7
,3

6
4
,7

6
3

4
7
,6

1
0
,5

0
5

0
0

0
0

0
0

0

　
公

営
住

宅
建

設
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
災

害
復

旧
3
4
,8

5
2
,2

1
2

4
,9

0
0
,2

1
0

3
4
,8

5
2
,2

1
2

0
0

0
0

0
0

0

　
教

育
・
福

祉
施

設
4
1
,2

7
7
,5

3
5

9
,0

5
9
,8

6
1

4
1
,2

7
7
,5

3
5

0
0

0
0

0
0

0

　
一

般
単

独
事

業
8
4
,3

5
3
,4

1
0

1
5
,0

1
3
,8

6
5

2
,5

0
0
,0

0
0

0
0

8
1
,8

5
3
,4

1
0

0
0

0
0

　
そ

の
他

2
,4

8
5
,7

5
2
,4

4
3

3
0
3
,5

6
7
,1

0
4

2
,3

8
5
,8

7
7
,3

3
9

4
6
,9

7
2
,8

0
0

0
5
2
,9

0
2
,3

0
4

0
0

0
0

【
特

別
分

】

　
臨

時
財

政
対

策
債

8
0
,4

7
6
,1

6
8

2
0
,8

4
8
,0

4
4

1
1
,1

5
8
,9

7
7

0
0

6
9
,3

1
7
,1

9
1

0
0

0
0

　
減

税
補

て
ん

債
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
退

職
手

当
債

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
そ

の
他

4
6
6
,6

7
1

2
3
3
,3

3
3

0
4
6
6
,6

7
1

0
0

0
0

0
0

合
計

2
,7

7
4
,7

8
8
,9

4
4

3
6
0
,9

8
7
,1

8
0

2
,5

2
3
,2

7
6
,5

6
8

4
7
,4

3
9
,4

7
1

0
2
0
4
,0

7
2
,9

0
5

0
0

0
0

市
場
公
募
債

そ
の
他

種
類

地
方
債
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行

そ
の
他
の

金
融
機
関
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②
地

方
債

（利
率

別
）
の

明
細

（
単

位
：
円

）

2
,7

7
4
,7

8
8
,9

4
4

2
,7

6
7
,7

1
6
,1

4
4

7
,0

7
2
,8

0
0

0
0

0
0

0
%

③
地

方
債

（返
済

期
間

別
）の

明
細

（
単

位
：
円

）

2
,7

7
4
,7

8
8
,9

4
4

3
6
0
,9

8
7
,1

8
0

3
8
,9

3
9
,3

9
9

7
0
,7

6
2
,1

1
8

3
1
,0

3
2
,8

4
6

1
5
0
,7

4
0
,0

6
8

1
,2

5
4
,7

8
4
,7

9
7

8
6
5
,1

3
7
,8

1
5

0
2
,4

0
4
,7

2
1

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
（
単

位
：
円

）

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要

3
.5

％
超

4
.0

％
以

下
4
.0

％
超

（
参

考
）

加
重

平
均

利
率

４
年

超
５

年
以

内

地
方

債
残

高
1
.5

％
以

下
1
.5

％
超

2
.0

％
以

下
2
.0

％
超

2
.5

％
以

下
2
.5

％
超

3
.0

％
以

下
3
.0

％
超

3
.5

％
以

下

地
方

債
残

高
１

年
以

内
１

年
超

２
年

以
内

２
年

超
３

年
以

内
５

年
超

1
0
年

以
内

1
0
年

超
1
5
年

以
内

1
5
年

超
2
0
年

以
内

2
0
年

超
３

年
超

４
年

以
内
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⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
円

）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
2
5
2
,2

7
8

4
7
0
,0

3
9

2
4
4
,2

7
1

0
4
7
8
,0

4
6

退
職

手
当

引
当

金
6
3
1
,4

2
4
,0

0
0

0
0

1
0
,7

6
9
,0

0
0

6
2
0
,6

5
5
,0

0
0

賞
与

等
引

当
金

5
2
,3

9
7
,2

8
1

6
4
,8

3
3
,8

5
7

5
2
,3

9
7
,2

8
1

0
6
4
,8

3
3
,8

5
7

投
資

損
失

引
当

金
0

0
0

0
0

損
失

補
償

等
引

当
金

0
0

0
0

0

合
計

6
8
4
,0

7
3
,5

5
9

6
5
,3

0
3
,8

9
6

5
2
,6

4
1
,5

5
2

1
0
,7

6
9
,0

0
0

6
8
5
,9

6
6
,9

0
3

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細
（１

）補
助

金
等

の
明

細

名
称

な
し

計

下
水

道
事

業
会

計
補

助
金

下
水

道
事

業
会

計
補

助
金

上
伊

那
広

域
消

防
本

部
負

担
金

後
期

高
齢

者
医

療
給

付
費

等
負

担
金

（過
年

度
追

加
分

）

職
員

分
退

手
組

合
負

担
金

地
方

創
生

臨
時

交
付

金
活

用
事

業
（低

所
得

世
帯

支
援

）

中
川

村
農

業
担

い
手

支
援

事
業

農
地

維
持

支
払

集
落

協
定

に
基

づ
く
営

農
活

動
等

実
施

農
地

交
付

金

そ
の

他

計

地
方

創
生

臨
時

交
付

金
活

用
事

業

単
純

合
計

相
殺

消
去

9
1
9
,0

6
6
,4

9
0

農
業

担
い

手
支

援
事

業
補

助
金

3
9
2
,2

1
5
,4

0
4

2
7
,2

4
4
,6

9
2

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

（
単

位
：
円

）

7
4
,1

6
5
,0

0
0

上
伊

那
広

域
消

防
本

部
負

担
金

1
2
1
,0

0
0
,0

0
0

9
8
,0

0
0
,0

0
0

中
山

間
地

域
等

農
業

直
接

支
払

交
付

金

長
野

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

市
町

村
療

養
給

付
費

負
担

金

5
4
,8

9
5
,0

7
7

市
町

村
総

合
事

務
組

合
負

担
金

9
1
9
,0

6
6
,4

9
0

6
4
,0

9
6
,9

1
5

2
8
,2

8
9
,0

0
0 0

合
計

2
7
,0

0
0
,4

0
2

3
2
,1

6
0
,0

0
0

支
出

目
的

そ
の

他
の

補
助

金
等

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)
0

下
水

道
事

業
会

計
補

助
金

（
公

共
下

水
道

事
業

）

下
水

道
事

業
会

計
補

助
金

（
農

業
集

落
排

水
事

業
費

）

9
1
9
,0

6
6
,4

9
0

区
分

相
手

先
金

額
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（１
）財

源
の

明
細

（
単

位
：
円

）

会
計

区
分

財
源

の
内

容
金

額 4
7
8
,2

9
7
,5

6
0

5
6
,0

1
8
,0

0
0

1
5
1
,0

0
0

2
,7

9
7
,0

0
0

2
,7

8
5
,0

0
0

6
,8

7
8
,0

0
0

1
1
2
,1

1
5
,0

0
0

1
1
0
,0

0
0

4
,3

1
3
,0

0
0

3
,4

6
4
,0

0
0

2
,1

7
1
,4

6
7
,0

0
0

1
9
,5

7
7
,6

0
3

7
6
,7

9
0
,0

2
0

2
,9

3
4
,7

6
3
,1

8
3

県
支

出
金

1
,3

9
6
,5

6
0

計
1
,3

9
6
,5

6
0

国
庫

支
出

金
2
8
0
,5

5
6
,4

7
6

県
支

出
金

2
2
8
,5

8
2
,2

1
1

計
5
0
9
,1

3
8
,6

8
7

5
1
0
,5

3
5
,2

4
7

3
,4

4
5
,2

9
8
,4

3
0

2
,9

3
4
,7

6
3
,1

8
3

5
1
0
,5

3
5
,2

4
7 0 0

2
,9

3
4
,7

6
3
,1

8
3

5
1
0
,5

3
5
,2

4
7

寄
附

金

合
計

税
収

等
国

県
等

補
助

金

国
県

等
補

助
金

単
純

合
計

相
殺

消
去

税
収

等
国

県
等

補
助

金

税
収

等

自
動

車
取

得
税

交
付

金
環

境
性

能
割

交
付

金
地

方
特

例
交

付
金

地
方

交
付

税
分

担
金

及
び

負
担

金

３
．

純
資

産
変

動
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

一
般

会
計

等

税
収

等

小
計

国
県

等
補

助
金

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

小
計

合
計

村
税

地
方

譲
与

税
利

子
割

交
付

金
配

当
割

交
付

金
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

法
人

事
業

税
交

付
金

地
方

消
費

税
交

付
金
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国
県

等
補

助
金

地
方

債
税

収
等

そ
の

他

純
行

政
コ

ス
ト

4
,4

2
4
,2

2
3
,3

6
7

5
0
9
,1

3
8
,6

8
7

1
5
5
,9

0
0
,0

0
0

2
,0

7
6
,2

4
7
,4

5
0

1
,6

8
2
,9

3
7
,2

3
0

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

4
8
5
,3

8
8
,4

4
9

1
,3

9
6
,5

6
0

2
8
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
3
,9

9
1
,8

8
9

0

貸
付

金
・
基

金
等

の
増

加
3
6
5
,3

8
5
,4

8
8

0
0

3
6
5
,3

8
5
,4

8
8

0

そ
の

他
0

0
0

0
0

合
計

5
,2

7
4
,9

9
7
,3

0
4

5
1
0
,5

3
5
,2

4
7

4
3
5
,9

0
0
,0

0
0

2
,6

4
5
,6

2
4
,8

2
7

1
,6

8
2
,9

3
7
,2

3
0

（２
）財

源
情

報
の

明
細

（
単

位
：
円

）

区
分

金
額

内
訳
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（１
）資

金
の

明
細

（
単

位
：
円

）

種
類

本
年

度
末

残
高

現
金

・
預

金
等

4
9
2
,1

7
3
,4

9
0

合
計

4
9
2
,1

7
3
,4

9
0

４
．

資
金

収
支

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細
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Ⅵ 財務指標 
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①
住

民
一

人
当

た
り

指
数

単
位

：
円

年
度

末
住

民
基

本
台

帳
人

口
（
３

月
３

１
日

）
（
住

民
一

人
当

た
り

）
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

資
産

額
（
B

S
）

5
,4

0
9
,3

1
1

6
,6

8
5
,9

6
9

6
,8

9
2
,9

6
1

5
,4

2
4
,6

1
7

6
,7

1
1
,0

8
6

6
,9

3
2
,9

6
6

5
,2

7
6
,9

1
7

6
,5

8
6
,6

0
3

6
,8

1
4
,0

1
1

負
債

額
（
総

額
）
（
B

S
）

7
3
9
,9

0
8

1
,5

5
7
,1

8
2

1
,6

8
6
,9

3
5

7
3
3
,2

5
6

1
,5

3
9
,9

1
1

1
,6

7
0
,4

4
6

7
4
9
,9

8
9

1
,5

6
5
,8

1
3

1
,6

9
9
,6

6
0

負
債

額
（
公

債
）
（
B

S
）

5
8
8
,4

0
8

8
7
6
,3

3
2

9
4
3
,4

1
1

5
7
9
,6

2
1

8
4
6
,4

2
8

9
1
1
,6

9
1

5
9
7
,8

8
6

8
6
1
,9

9
9

9
2
6
,0

2
9

純
資

産
額

（
B

S
）

4
,6

6
9
,4

0
3

5
,1

2
8
,7

8
7

5
,2

0
6
,0

2
6

4
,6

9
1
,3

6
1

5
,1

7
1
,1

7
5

5
,2

6
2
,5

2
0

4
,5

2
6
,9

2
9

5
,0

2
0
,7

9
0

5
,1

1
4
,3

5
1

人
件

費
（
P

L
）

1
8
2
,1

3
8

1
8
8
,3

5
9

2
4
6
,6

5
4

1
8
9
,0

9
4

1
9
5
,6

0
6

2
5
6
,3

7
0

1
9
8
,4

7
4

2
0
6
,2

3
5

2
6
6
,5

3
8

人
件

費
（
C

F
）

1
8
2
,7

8
4

1
8
8
,9

4
5

2
3
6
,2

6
6

1
8
7
,9

8
5

1
9
4
,5

7
3

2
4
3
,3

0
1

1
9
5
,7

9
4

2
0
3
,3

9
8

2
5
4
,1

4
4

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

（
P

L
）

8
7
8
,6

4
6

1
,0

9
4
,6

7
4

1
,2

1
1
,6

0
4

9
0
4
,8

4
3

1
,1

1
5
,7

0
6

1
,2

1
2
,9

0
0

9
4
8
,7

4
9

1
,1

5
7
,3

7
1

1
,2

6
7
,6

3
2

純
行

政
コ

ス
ト

（
P

L
）

8
9
8
,1

5
2

1
,1

1
4
,1

8
4

1
,2

3
2
,0

5
3

9
3
1
,7

5
9

1
,1

4
2
,6

2
2

1
,2

3
9
,7

9
9

9
5
3
,2

9
1

1
,1

6
1
,9

1
2

1
,2

7
2
,1

2
8

②
【
資

産
形

成
度

】
こ

れ
ま

で
に

形
成

さ
れ

た
資

産
が

、
歳

入
の

何
年

分
に

相
当

す
る

か
を

表
す

。
単

位
：
年

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
5
.5

5
.1

4
.4

5
.3

4
.9

4
.3

5
.1

4
.7

4
.0

算
定

式
：(

B
S
)資

産
合

計
／

（（
C

F
)業

務
収

入
＋

(C
F
)臨

時
収

入
＋

(C
F
)投

資
活

動
収

入
＋

(C
F
)財

務
活

動
収

入
＋

（C
F
)前

年
度

末
資

金
残

高
）

※
高

い
程

社
会

資
本

整
備

が
進

ん
で

い
る

③
【
資

産
形

成
度

】
有

形
固

定
資

産
の

償
却

資
産

に
つ

い
て

、
耐

用
年

数
に

対
し

て
資

産
の

取
得

か
ら

ど
の

程
度

経
過

し
て

い
る

の
か

を
表

す
。

単
位

：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
6
8
.2

6
3
.2

6
3
.1

7
0
.4

6
5
.4

6
5
.3

7
2
.6

6
7
.5

6
7
.4

算
定

式
：(

B
S
)減

価
償

却
累

計
額

合
計

／
(B

S
)取

得
原

価
合

計
（土

地
、

立
木

竹
、

建
設

仮
勘

定
を

除
く
） 

※
物

品
を

除
く

※
高

い
程

老
朽

化
が

進
ん

で
い

る

④
【
資

産
形

成
度

】
有

形
固

定
資

産
の

償
却

資
産

に
つ

い
て

、
耐

用
年

数
に

対
し

て
資

産
の

取
得

か
ら

ど
の

程
度

経
過

し
て

い
る

の
か

を
表

す
。

単
位

：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
6
8
.1

6
3
.1

6
3
.0

7
0
.2

6
5
.3

6
5
.3

7
2
.4

6
7
.4

6
7
.4

算
定

式
：(

B
S
)減

価
償

却
累

計
額

合
計

／
(B

S
)取

得
原

価
合

計
（土

地
、

立
木

竹
、

建
設

仮
勘

定
を

除
く
）

※
高

い
程

老
朽

化
が

進
ん

で
い

る

⑤
【
世

代
間

公
平

性
】
地

方
公

共
団

体
が

持
つ

資
産

の
う

ち
返

済
義

務
の

無
い

資
産

（
純

資
産

）
の

割
合

、
す

な
わ

ち
現

世
代

（
住

民
）
の

持
分

の
割

合
を

示
す

。
　

単
位

：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
8
6
.3

7
6
.7

7
5
.5

8
6
.5

7
7
.1

7
5
.9

8
5
.8

7
6
.2

7
5
.1

算
定

式
：(

B
S
)純

資
産

合
計

／
(B

S
)資

産
合

計
※

低
い

程
将

来
世

代
に

負
担

が
先

送
り

⑥
【
世

代
間

公
平

性
】
社

会
資

本
の

整
備

の
結

果
を

示
す

有
形

固
定

資
産

の
う

ち
、

将
来

世
代

の
負

担
（
地

方
債

）
に

よ
っ

て
形

成
さ

れ
て

い
る

比
率

。
単

位
：
％

社
会

資
本

等
形

成
の

世
代

間
負

担
比

率
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

単
位

：
千

円
（
将

来
世

代
負

担
比

率
）

1
2
.0

1
4
.4

1
5
.3

1
2
.1

1
4
.2

1
5
.1

1
3
.2

1
5
.1

1
5
.9

　
地

方
債

残
高

（
千

円
）

2
,7

8
8
,4

6
4

4
,1

5
2
,9

3
7

4
,4

7
0
,8

2
7

2
,7

1
6
,6

8
4

3
,9

6
7
,2

1
0

4
,2

7
3
,0

9
5

2
,7

7
4
,7

8
9

4
,0

0
0
,5

3
6

4
,2

9
7
,7

0
0

　
特

例
地

方
債

（
千

円
）

1
2
7
,7

0
4

1
2
7
,7

0
4

1
2
7
,7

0
4

1
0
8
,6

3
0

1
0
8
,6

3
0

1
0
8
,6

3
0

8
0
,9

4
4

8
0
,9

4
4

8
0
,9

4
4

　
有

形
・
無

形
固

定
資

産
合

計
（
千

円
）

2
2
,2

5
5
,5

3
3

2
7
,9

0
7
,1

2
2

2
8
,4

2
1
,1

3
6

2
1
,5

8
5
,9

7
5

2
7
,1

1
1
,8

3
3

2
7
,5

9
7
,8

9
7

2
0
,4

3
5
,8

9
9

2
5
,9

8
1
,2

9
2

2
6
,4

4
8
,2

6
0

算
定

式
：（

(B
S
)地

方
債

＋
(B

S
)1

年
内

償
還

予
定

地
方

債
）
 -

 特
例

地
方

債
／

(（
B

S
)有

形
固

定
資

産
 +

 （
B

S
）無

形
固

定
資

産
)

※
高

い
程

将
来

世
代

が
負

担
す

る
割

合
が

高
い

令
和

 3
年

度
4
,7

3
9

令
和

 3
年

度

令
和

 3
年

度

令
和

 3
年

度

令
和

 3
年

度

歳
入

額
対

資
産

比
率

有
形

固
定

資
産

減
価

償
却

率
①

純
資

産
比

率

有
形

固
定

資
産

減
価

償
却

率
②

令
和

 4
年

度
4
,6

8
7

令
和

 4
年

度

令
和

 4
年

度

令
和

 4
年

度

令
和

 4
年

度

令
和

 5
年

度
4
,6

4
1

令
和

 5
年

度

令
和

 5
年

度

令
和

 5
年

度

令
和

 5
年

度

令
和

 3
年

度
令

和
 4

年
度

令
和

 5
年

度
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⑦
【
持

続
可

能
性

（
健

全
性

）
】
財

務
活

動
収

支
と

投
資

活
動

収
支

に
お

け
る

基
金

繰
入

金
及

び
基

金
積

立
金

を
除

い
た

収
支

の
バ

ラ
ン

ス
を

示
す

。
単

位
：千

円

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
5
5
6
,5

1
4

7
9
6
,1

3
9

8
1
4
,3

2
4

5
0
4
,2

9
8

7
3
7
,5

9
2

8
2
0
,0

3
3

1
9
1
,9

6
0

2
3
7
,2

7
7

2
4
3
,2

4
0

算
定

式
：(

(C
F
)業

務
活

動
収

支
＋

(C
F
)支

払
利

息
支

出
）)

＋
((
C

F
)投

資
活

動
収

支
+(

C
F
)基

金
積

立
金

支
出

-(
C

F
)基

金
取

崩
収

入
)

※
経

年
比

較

⑧
【
持

続
可

能
性

（
健

全
性

）
】
債

務
償

還
に

充
当

で
き

る
、

償
還

充
当

限
度

額
（
償

還
財

源
上

限
額

）
に

対
す

る
実

質
債

務
（
将

来
負

担
額

か
ら

充
当

可
能

財
源

を
控

除
し

た
債

務
）
の

比
率

単
位

：
％

　
実

質
債

務
（
千

円
）

　
償

還
財

源
上

限
額

（
千

円
）

算
定

式
：(

将
来

負
担

額
－

充
当

可
能

財
源

)／
（経

常
一

般
財

源
等

（
歳

入
）
等

 -
 経

常
経

費
充

当
財

源
等

）
※

低
い

程
返

済
能

力
が

高
い

⑨
【
持

続
可

能
性

（
健

全
性

）
】
純

資
産

に
対

す
る

負
債

の
割

合
を

表
す

。
単

位
：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
1
5
.8

3
0
.4

3
2
.4

1
5
.6

2
9
.8

3
1
.7

1
6
.6

3
1
.2

3
3
.2

算
定

式
：(

B
S
)負

債
合

計
／

(B
S
)純

資
産

合
計

※
低

い
ほ

ど
財

政
状

況
が

健
全

⑩
【
効

率
性

】
ど

れ
だ

け
の

資
産

で
ど

れ
だ

け
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
し

て
い

る
か

(資
産

が
効

率
的

に
活

用
さ

れ
て

い
る

か
)を

表
す

。
単

位
：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
2
0
.0

2
0
.2

2
2
.9

2
0
.7

2
0
.8

2
3
.5

2
3
.3

2
2
.7

2
5
.7

算
定

式
：(

P
L
)経

常
費

用
／

（
(B

S
)有

形
固

定
資

産
＋

（B
S
)無

形
固

定
資

産
）

※
経

年
比

較

⑪
【
弾

力
性

】
税

収
等

の
う

ち
、

ど
れ

だ
け

が
資

産
形

成
を

伴
わ

な
い

行
政

コ
ス

ト
（
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
）
に

費
消

さ
れ

た
の

か
を

示
す

。
単

位
：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
1
3
9
.2

1
5
3
.0

1
5
8
.4

1
4
2
.5

1
5
5
.1

1
5
8
.2

1
5
0
.0

1
6
1
.3

1
6
4
.3

算
定

式
：(

P
L
)純

経
常

行
政

コ
ス

ト
／

(N
W

)税
収

等
※

高
い

程
資

産
形

成
の

財
源

的
余

裕
度

が
低

い

⑫
【
弾

力
性

】
税

収
等

の
う

ち
、

ど
れ

だ
け

が
資

産
形

成
を

伴
わ

な
い

行
政

コ
ス

ト
（
純

行
政

コ
ス

ト
）
に

費
消

さ
れ

た
の

か
を

示
す

。
単

位
：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
1
4
2
.2

1
5
5
.8

1
6
1
.1

1
4
6
.8

1
5
8
.8

1
6
1
.7

1
5
0
.8

1
6
1
.9

1
6
4
.9

算
定

式
：(

P
L
)純

行
政

コ
ス

ト
／

(N
W

)税
収

等
※

高
い

程
資

産
形

成
の

財
源

的
余

裕
度

が
低

い

⑬
【
自

律
性

】
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
対

す
る

受
益

者
負

担
の

割
合

を
表

す
。

単
位

：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
1
.4

4
.0

6
.9

1
.4

4
.0

7
.6

1
.2

3
.7

6
.7

※
低

い
程

財
源

充
当

率
が

高
い

算
定

式
：（

P
L
)使

用
料

及
び

手
数

料
／

(P
L
)経

常
費

用

令
和

 3
年

度

令
和

 3
年

度

令
和

 3
年

度

令
和

 3
年

度

令
和

 3
年

度

令
和

 3
年

度

行
政

コ
ス

ト
対

税
収

等
比

率
（
総

比
率

）

受
益

者
負

担
率

（
純

負
担

率
）

債
務

償
還

比
率

基
礎

的
財

政
収

支
（
プ

ラ
イ

マ
リ

ー
バ

ラ
ン

ス
）

行
政

コ
ス

ト
対

公
共

資
産

比
率

令
和

 4
年

度

令
和

 4
年

度

令
和

 4
年

度

令
和

 4
年

度

令
和

 4
年

度

令
和

 4
年

度

負
債

比
率

行
政

コ
ス

ト
対

税
収

等
比

率
（
純

比
率

）

令
和

 5
年

度

令
和

 5
年

度

令
和

 5
年

度

令
和

 5
年

度

令
和

 5
年

度

令
和

 5
年

度

1
,3

6
7
,1

3
8

1
,1

5
7
,2

0
5

9
8
6
,9

8
9

令
和

 3
年

度
令

和
 4

年
度

令
和

 5
年

度

1
3
4
.8

1
0
1
.8

6
3
.6

1
,8

4
3
,3

7
9

1
,1

7
7
,5

8
4

6
2
7
,8

4
4
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⑭
【
自

律
性

】
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
対

す
る

受
益

者
負

担
の

割
合

を
表

す
。

単
位

：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
6
.3

8
.0

1
1
.7

5
.2

7
.1

1
2
.2

7
.5

8
.9

1
3
.6

※
低

い
程

財
源

充
当

率
が

高
い

⑮
【
自

律
性

】
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
対

す
る

受
益

者
負

担
の

割
合

を
表

す
。

単
位

：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
5
.2

7
.1

1
0
.9

5
.1

7
.1

1
2
.1

7
.3

8
.7

1
3
.4

※
低

い
程

財
源

充
当

率
が

高
い

令
和

 3
年

度
令

和
 4

年
度

令
和

 5
年

度

受
益

者
負

担
率

（
総

負
担

率
）
②

算
定

式
：(

P
L
)経

常
収

益
／

(P
L
)経

常
費

用
 ※

経
常

収
益

か
ら

引
当

金
戻

入
額

を
除

く

令
和

 3
年

度

算
定

式
：(

P
L
)経

常
収

益
／

(P
L
)経

常
費

用

受
益

者
負

担
率

（
総

負
担

率
）
①

令
和

 4
年

度
令

和
 5

年
度

48


